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はじめに 

令和３年３月２２日（月）に草津市が行う「草津市市有財産売却」の一般競争入札に

参加される方は本要領に記載された内容を熟知のうえ、入札に参加してください。  

１ 入札物件 

物件 

番号 
所在地 地目 実測面積（㎡） 用途地域 

１ 
草津市芦浦町字大尽 

３２０番５ 
宅地 622.28 市街化調整区域 

２ 最低売却価格 ２７，８００，０００円 

３ 入札要領配布期間 

令和３年３月１日（月）から令和３年３月１５日（月）まで（土曜日、日曜日、祝日

を除く。）の午前９時００分から午後５時００分まで 

４ 入札参加申込受付期間 

令和３年３月１日（月）から令和３年３月１５日（月）まで（土曜日、日曜日、祝日

を除く。）の午前９時００分から午後５時００分まで 

５ 入札方法 

 地方自治法、地方自治法施行令、草津市契約規則、草津市普通財産一般競争入札

実施要領、令和２年度草津市市有財産一般競争入札要領および関係諸法令に準じて

執行します。 
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Ⅰ 入札参加の申込み 

１ 申込資格 

(1) 入札の参加者となることができるのは個人または法人で、申込人は入札参加者

（落札された場合はその物件の購入者）です。 

(2) ２名以上の共有名義で参加することもできます。

２ 入札に参加できない要件 

(1) 次の事項に該当する場合は入札に参加できません。

① 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者

② 破産者で復権を得ない者

③ 暴力団員による不当な行為等の防止に関する法律（平成３年法律第７７号）

第３２条第１項各号に掲げる者 

(2) 次に掲げる事項のいずれかに該当すると草津市が認めたときから２年を経

過しない者は入札に参加できません。その者を代理人、支配人その他の使用人

または入札代理人として使用する者についても、同様とします。 

① 地方自治法第２３８条の３第１項に規定する公有財産に関する事務に従

事する草津市の職員 

② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項また

は第２項各号に該当すると認められる者 

③ ２０歳未満（参加申込日現在）の者

④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手

続開始の申し立てまたは民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条 

第１項の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

⑤ 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号。以下「破防法」といいます。）

第５条第１項に規定する処分または無差別大量殺人行為を行った団体の規 

制に関する法律（平成１１年法律第１４７号。以下「団体規制法」といいま 

す。）第５条第１項に規定する観察処分を受けた団体および当該団体の役員 

または構成員となっている者 

⑥ 公告日から入札日までの間において、草津市建設工事等の指名停止等に

関する基準および草津市物品関係指名等停止基準に基づく指名停止の措置 

期間中の者 

⑦ 草津市税を滞納している者

⑧ 本入札要領の内容を承諾せず、順守できない者

⑨ 市有財産の買受けについて一定の資格、その他の条件を必要とする場合で、

これらの資格などを有していない者 

⑩ 買い受けた土地を、暴力団その他の反社会的団体およびそれらの構成員が
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その活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用しようとする者 

⑪ 草津市から直接にまたは第三者を経由して不動産を買受けまたは借受け

た者で、当該不動産に係る公序良俗に反する使用の禁止の定めに違反した者 

⑫ ⑪に該当する法人その他の団体の代表者、理事、取締役、支配人その他こ

れらに類する地位（以下「代表者等の地位」という。）に現にある者および

違反時にあった者 

３ 現地説明会等  

現地説明会は開催しませんので、適宜各自で現地調査を行ってください。 

４ 入札参加申込み 

(1) 受付期間  令和３年３月１日（月）から令和３年３月１５日（月）まで 

（ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く。）  

(2) 受付時間  午前９時００分から午後５時００分まで 

※郵便等、電話、ファックス、電子メールによる申込みは受け付

けません。

(3) 受付場所  草津市草津三丁目１３番３０号  

草津市役所 本庁舎３階 総務部 総務課 財産管理係  

ＴＥＬ ０７７－５６１－２３０５（直通）  

(4) 提出書類等

① 入札参加申込兼一般競争入札参加資格審査申請書【様式第１号】

（個人の場合は実印、法人の場合は法人印と法人の代表者印で押印のこと。） 

② 印鑑登録証明書（法人の場合は印鑑証明書）

③ 誓約書【様式第２号】

④ 委任状および受任者本人と確認できるもの（運転免許証など）［代理人により

入札および契約をしようとする場合のみ。］【様式第３－１～３－４号】 

※ ②については、発行後３か月以内のものに限ります。

※ 共有名義で申し込む場合、提出書類②③は共有者全員のものが必要です。

※ 入札参加者から一度御提出いただいた書類は、理由にかかわらず一切返却いた

しません。 

(5) 申込みに当たっての留意事項

① 落札後の売買契約および所有権移転登記は、入札参加申込書に記載された名

義でしか行いません。 

② 申込受付を完了し、入札参加資格の適合を確認した後に、入札参加者証をお渡

しします。入札参加者証は、入札当日必ず持参してください。  
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Ⅱ 入札および開札 

１ 入札および開札の日時および場所 

(1) 入札日         令和３年３月２２日（月） 

(2) 入札開始時刻      午後２時００分 

(3) 開札開始時間       入札終了後直ちに改札を行うものとする。  

(4) 入札および開札場所    草津市役所 本庁舎４階 ４０１会議室  

２ 持参物等（当日入札場所にお持ちいただくもの） 

(1) 入札参加証（本書を、入札当日係員に提出してください。）

(2) 入札書【様式第４号】

(3) 入札保証金の納入通知書兼領収書（入札保証金は、入札金額の１００分の５以

上の金額を草津市が指定する期日までに納入して下さい。入札日当日の受付での

納入は受け付けません。）  

(4) 委任状（代理の方が参加される場合のみ使用）【様式第３－１～３－４号】

(5) 印鑑（入札参加申込兼一般競争入札参加資格審査申請書に押した印鑑をお持ち

ください。なお、代理人の方は、委任状に押印した代理人使用印と同じものをお 

持ちください。）  

(6) 入札保証金還付請求書（落札者以外の方への入札保証金の還付については、指

定された金融機関の口座に４月下旬に還付させていただく予定ですので、御了解

願います。） 

(7) 筆記用具（黒または青の万年筆またはボールペン）

３ 入札保証金 

(1) 地方自治法施行令第１６７条の７で定める入札保証金は、入札までに各自の見

積もる入札金額の１００分の５に相当する額以上の入札保証金（円未満切り上げ） 

を、草津市が発行する納付書により、金融機関で納付し、その納入通知書兼領収  

書を入札参加証と併せて入札受付で係員に提示してください。  

(2) 入札保証金の納付が必要です。

・ 入札保証金には利息を付しません。

・ 入札日当日に草津市が入札保証金の納付を確認できない場合、入札に参加す

ることができません。  

(3) 入札保証金の没収

市有財産売却の参加申込者が納付した入札保証金は、落札者が契約締結期限まで  

に草津市の定める契約を締結しない場合は没収し、返還しません。落札者が「Ⅰ－

２」に該当する者であることが判明し、その入札が無効となったときも同様としま

す。  
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(4) 入札保証金の契約保証金への充当

市有財産売却の参加申込者が納付した入札保証金は、落札者が契約を締結する場  

合、申請に基づき、地方自治法施行令第１６７条の１６に定める契約保証金に充当  

します。  

４ 入札  

(1) 入札書には、入札金額（物件の価格の総額）、入札者（代理人（復代理人を

含む。以下同じ。）により入札する場合にあっては、入札者および代理人）の

住所および氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称および代表者

の氏名）その他所定の事項を記入の上、入札者本人が入札する場合は本人の印

（個人の場合は実印、法人の場合は法人印と法人の代表者印で押印のこと。）

を、代理人により入札する場合は代理人の印を押印してください。なお、入札

の当日出席しなかった者または入札開始時刻に遅刻した者は、棄権とみなします。 

(2) 代理人が入札するときは、代理人は、入札前に委任状を提出してください。

(3) 入札金額は、アラビア数字を用いて表示し、かつ、最初の数字の前に「￥」記

号を記入してください。 

(4) 入札者は、いかなる理由があっても、提出した入札書の書替え、引換えまたは

撤回をすることができません。 

(5) 郵便等による入札はできません。

(6) 入札開始時刻に遅れますと入札に参加できませんので、早めに入場してくださ

い。

５ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効となります。落札決定後または契約締結後に  

その事実が判明した場合も無効となります。 

(1) 入札書を所定の日時を過ぎて提出したとき。

(2) 入札書記載の金額その他主要な事項の記載が確認し難いとき。

(3) 入札書に記名および押印がないとき。

(4) 一の入札に対して２通以上の入札書を提出したとき。

(5) 入札保証金を納付せず、またはその金額に不足があるとき。

(6) 代理人による入札の場合において、委任状を提出しないとき。

(7) 入札者およびその代理人が他の入札代理人となったとき。

(8) 入札者の資格のない者が入札したとき。

(9) 草津市から交付された入札書以外の入札書により入札したとき。

(10) 鉛筆、シャープペンシルその他の訂正の容易な筆記具により入札書に記入し

たとき。  

(11) 入札書記載の金額を加除訂正したとき。

(12) 郵便、ファックス、電子メールにより入札したとき。

(13) 事前に公表した最低売却価格を下回る価格で入札したとき。
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(14) 談合その他不正の行為があったと認められるとき 

(15) その他入札に関する条件に違反したとき。 

６ 開札  

開札は、入札締切り後直ちに入札者の面前で行います。 

７ 落札者の決定 

(1) 売却物件の入札価格が最低売却価格以上でかつ最高価格で有効な入札を行っ 

た者を落札者として決定します。 

(2) 最高価格での入札者が複数存在する場合は、くじ引きで落札者を決定します。 

この場合において入札者はくじ引きを辞退することができません。 

８ 入札結果の公開  

開札の結果、落札者を決定したときは、その者の氏名（法人にあってはその名称）

および落札価格を入札者にお知らせします。また、このお知らせをもって落札者への

告知および通知をしたものとします。 

９ 落札決定の取消し 

入札金額の記載間違いなどの場合は、落札者の決定が取り消されることがあります。 

１０ 入札の中止等 

 (1) 入札者が不正または不誠実な行為をするおそれがあり、入札を公正に執行

することができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加せず、また

は入札の執行を延期し、もしくは中止することがあります。  

(2) 災害その他入札の実施が困難な特別の事情が生じた場合においても、入札の

執行を延期し、もしくは中止することがあります。 

(3) (1)、(2)の場合において、入札参加者が損害を受けることがあっても草津市は

弁償の責を負いません。 

(4) (2)の規定により入札を中止したときは、既に納付された入札保証金を還付す 

るものとします。 
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Ⅲ 契約締結および所有権移転登記  

１ 売払いの決定  

(1) 落札者に対する売払いの決定

草津市は、落札後、落札者と契約を交わします。契約の際には草津市が指定す

る内容等に沿って、必要書類とあわせて直接持参してください。 

(2) 売払い決定の取消し

落札者が契約締結期限までに契約しなかったとき、および落札者が本入札要領

「Ⅰ－２」に規定する入札に参加できない要件に該当する者（共有名義で申し込 

まれる場合は、共有者全員が条件となります。）の場合に、売払いの決定が取り消 

されます。この場合、売却物件の所有権は落札者に移転しません。また、納付さ 

れた入札保証金は返還しません。 

２ 契約の締結  

(1) 売買契約の締結

契約の際には草津市より売買契約書を送付しますので、落札者は土地売買契約

書（提出する契約書２部のうち１部については落札者の負担により収入印紙を貼  

り付けてください。）を落札の通知を受けた日から１０日以内に草津市に直接持参  

してください。なお、「契約保証金充当依頼書兼売却代金充当依頼書」を併せて提  

出してください。  

※ 売買契約書は必ず落札者の名義にしてください。

※ 共有名義で入札に参加した場合は、必ず共有者全員の連名にしてくださ

い。 

(2) 契約は、草津市が落札者とともに契約書に記名押印したときに確定します。

(3) 落札者は、契約締結の日から３０日以内に売買代金の全額を納付書により納付

しなければなりません。  

(4) 落札者は、売払い物件の所有権移転登記前に、その物件に係る一切の権利義務

を第三者に譲渡することはできません。  

(5) 落札者は、売払物件に数量の不足その他隠れたかしのあることを発見しても、

これを理由に契約の締結を拒み、落札の無効を主張し、または代金の減免を請求

することができません。  

(6) 落札者がその落札した物件を公序良俗に反する用途に供する恐れがあると

きは、契約を締結しない場合があります。 

３ 契約保証金  

(1) 落札者は、契約の締結までに、契約保証金として契約代金の１００分の１０以

上の金額を草津市に納付することが必要です。この場合、「契約保証金充当依頼書

兼売払代金充当依頼書」に基づき入札保証金を契約保証金および売払代金の一部
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に充当します。従いまして、契約保証金として納付していただく金額は、前述の

契約保証金から入札保証金を減じた金額以上の金額となります。  

(2) 契約保証金は、契約締結までに草津市が発行する納付書により、金融機関で納

付し、その領収書の写しを契約書と併せて草津市に提示してください。  

(3) 契約保証金は、売買代金の残金の支払いが指定期日までに行われなかった場合

などにより契約が解除されたときは、違約金として没収いたします。  

４ 契約の解除  

契約者（落札者）が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該契約を解除するこ  

とがあります。  

(1) 契約に定める義務を履行せず、または履行の見込がないと明らかに認められる

とき。  

(2) 契約の履行について、不正な行為があったとき。

(3) 上記(1)、(2)に定める場合を除くほか、契約者が契約に違反したとき。

５ 売払代金の残金の納付  

(1) 売払代金の残金は、売払代金から事前に納付した契約保証金（契約保証金に充

当した入札保証金を含みます。）を差し引いた金額となります。  

(2) 売払代金の残金は、納付書により金融機関で納付してください。

６ 所有権の移転および土地の引渡し  

(1) 所有権は、売買代金完納と同時に移転します。登記の手続きは草津市が行いま

すが、登録免許税等諸費用は落札者の負担となります。 

※ 登記に際して、代表者事項証明書等必要書類の提出をお願いします。

(2) 売払物件は所有権の移転完了後、現地での引渡しは行いませんが、物件を現状

有姿で引き渡したものとします。  

〔登録免許税額〕  

（令和３年３月３１日までに所有権移転登記する場合） 

登録免許税額＝課税標準額×１５／１０００ 

  （令和３年４月１日以降に所有権移転登記する場合） 

登録免許税額＝課税標準額×２０／１０００ 

※課税標準額：固定資産税課税台帳価格（入札物件の近傍宅地の固定資産税

課税台帳に比準して算定）
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Ⅳ 契約にあたって付する主な特約  

１ 公序良俗に反する使用等の禁止について次の特約を付するものとします。 

(1) 売払物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体およびその構成

員がその活動のために利用する等公序良俗に反するように使用してはならな

い。 

(2) 売払物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条５項に定める性風俗関

連特殊営業の用に使用してはならない。 

(3) 売払物件の所有権を第三者に移転する場合には、上記「１」(1)、(2)の使用

禁止を書面によって継承させるものとし、当該第三者に対して、上記「１」(1)、

(2)の定めに反する使用をさせてはならない。

(4) 上記「１」(3)の第三者が売払物件の所有権を移転する場合にも同様に上記

「１」(1)、(2)、(3)の内容を転得者に承継することを書面で義務付けなけれ

ばならない。 

(5) 売払物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して上記「１」(1)、

(2)の定めに反する使用をさせてはならない。

(6) 上記「１」(5)の第三者が新たな第三者に売払物件を使用させる場合も同様

に、上記「１」(1)、(2)、(5)の内容を遵守させなければならない。 

２ 上記「１」について、草津市が必要あると認めるときは、実地調査等を行うも

のとし、契約者（落札者）およびその後の譲受人等には協力の義務があります。 

３ 上記「１」に違反したときは売買代金の３割、上記「２」に違反したときは売

買代金の１割を違約金（違約金に１円未満の端数があるときは、その端数金額は

切り捨てる。）として草津市に支払うものとします。 

４ 上記「１」に違反したときは、上記「３」の違約金の徴収に加えて、土地の買

戻しをすることができるものとする。買戻しの期間は、契約締結日から１０年間

とし、買戻しの特約登記をする。 

※詳しくは1 4 ～1 8 ページの「土地売買契約書（案）」を御確認ください。
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Ⅴ その他 

１ 水道、電気および公共下水道等の引込み費用や接続費用などは、契約者（落札

者）の負担とします。 

２ 物件調書・位置図は参考資料として御利用ください。また、土地の利用制限等

については、あらかじめ各自で関係機関に御確認ください。 

３ 位置図は、道路の整備や建物の新築などにより現況と相違している可能性があ 

ります。なお、現況と異なる場合は現況が優先します。 

〔契約書貼付の収入印紙の額〕 

※参 考 （令和２年４月現在）

〔契 約 金 額〕 〔収入印紙の額〕 

百万円を超え ５百万円以下のもの １千円 

５百万円を超え １千万円以下のもの ５千円 

１千万円を超え ５千万円以下のもの １万円 
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物件の位置図 
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物 件 調 書

物件番号 １ 所在地 草津市芦浦町字大尽３２０番５ 

面積 
実測 ６２２．２８㎡ 地目 宅地 

公簿 ６２２．２８㎡ 形状 ほぼ長方形 

入札予定価格（最低売却価格） ２７，８００，０００円 

接面道路の状況 南側：市道芦浦８号線（幅員約７．４ｍ）、東側：市道芦浦３４号線（幅員約４．４ｍ） 

法令等に 

よる制限 

都市計画区域 市街化調整区域 用途地域 － 

建ぺい率 ７０％ 容積率 ２００％ 

その他 

私道等の負担 

に関する事項 
負担の有無 無 

供

給

処

理

施

設

状

況

区 分 利用可能な施設 配管等の状況 
事 業 所 名 

電 話 番 号 

電 気 関西電力送配電(株) 引込可 
関西電力(株)送配電コンタクトセンター 

０８００－７７７－３０８１ 

ガ ス － － 
－ 

－ 

上 水 道 公営水道 引込可 
草津市役所 上下水道総務課 水道お客様センター 

０７７－５６１－２４４１ 

下 水 道 公共下水 引込可 
草津市役所 上下水道総務課 水道お客様センター 

０７７－５６１－２４４１ 

現 地 ま で の 

交 通 機 関 
鉄 道 等 

最寄駅 

ＪＲ東海道線「草津駅」から約５．４ｋｍ 

備 考 

１ 物件は、現状有姿での引渡しとなります。なお、物件調書等と現況が相違する場合には、現況を優先

します。現地説明会は行いませんので、現地の状況は、必ず入札参加者自身で確認してください。 

２ 落札後のクレームは受け付けません。 

３ 草津市景観計画を遵守してください。 

４ 開発・建築等にあたっては、都市計画法、建築基準法および関係法令・条例等により制限される場合

はありますので、具体的事例により関係する各機関・部署に確認してください。 

５ 消費税および特別消費税相当額が必要な物件の場合は予定価格に含みます。 
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物

件

の

写

真

本調書は、物件の概要を把握するための参考資料です。現地の状況および利用制限等については、必ず御

自身で調査、確認してください。 
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土 地 売 買 契 約 書（案） 

売渡人 草津市（以下「甲」という。）と買受人  （以下「乙」

という。）とは、下記条項により土地売買契約を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲および乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（売買物件および売買代金） 

第２条 甲は、その所有にかかる末尾記載の土地（以下「この土地」という。）を現状

有姿のまま乙に売り渡し、乙は、これを買い受けるものとする。 

２ この土地の売買代金は金            円とする。 

（契約保証金） 

第３条 乙は、この契約締結と同時に、契約保証金として、金 円を

甲に納付しなければならない。ただし、契約保証金には乙が既に納付した入札保証金

額を充当するものとする。

２ 前項の契約保証金には、利息を付さない。 

（売買代金の納入） 

第４条 第２条第２項に定める売買代金と前条第１項に定める契約保証金との差額を

本契約の成立の日から３０日以内に、甲の発行する納付書により、一括して納入しな

ければならない。 

２ 甲は、乙が前項に定める義務を履行したときは、契約保証金を売買代金に充当する

ものとする。 

（遅延利息等） 

第５条 乙は、売買代金を納入期限までに納入できないときは、あらかじめ甲に届け出

て、その承認を得なければならない。  

２ 乙は、売買代金を納入期限までに納入しなかったときは、延滞金として支払い金額

に、その翌日から支払った日までの期間に、契約締結の日における政府契約の支払遅

延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財

務大臣が決定する率を乗じて得た額を加算して、甲に支払わなければならない。 

（所有権移転および移転登記） 

第６条  この土地の所有権は、乙が売買代金および前条第２項に規定する遅延利息（以

下「売買代金等」という。）を完納したときに、甲から乙に移転するものとする。 

２ 甲は、乙が売買代金等を完納し、登記に必要な書類を甲に提出した後速やかに、管

轄登記所に対しこの土地の所有権移転登記を嘱託するものとする。 

（土地の引渡し） 

第７条 甲は、前条第１項の所有権移転があったときに、乙に対し現状有姿のままこの

土地の引渡しがあったものとする。 

（危険負担等） 

第８条 契約の締結の日からこの土地の引渡しの日までにおいて、甲の責めに帰するこ

とのできない事由により、この土地に滅失、き損等の損害を生じたときは、その損害

は乙が負担するものとし、甲に対して売買代金の減免もしくは損害賠償の請求または

契約の解除をすることができないものとする。 
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（契約不適合責任） 

第９条 乙は、本契約を締結した後において、売買物件に種類、品質、数量に関して本

契約の内容に適合しない状態があることを発見しても、売買代金の減免請求もしくは

損害賠償の請求または契約の解除をすることができないものとする。 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第１０条 乙は、この土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体およびそれらの

構成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 乙は、この土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特

殊営業の用に使用してはならない。 

３ 乙は、この土地の所有権を第三者に移転する場合には、前２項の使用の禁止を書面

によって承継させるものとし、当該第三者に対して前２項の定めに反する使用をさせ

てはならない。 

４ 乙は、前項の第三者がこの土地の所有権を移転する場合にも同様に前３項の内容を

転得者に承継することを書面で義務づけなければならない。 

５ 乙は、この土地を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して本条第１項お

よび第２項の定めに反する使用をさせてはならない。この場合において、乙は、第１

項および第２項の使用の禁止をまぬがれるものではない。 

６ 乙は、前項の第三者が新たな第三者にこの土地を使用させる場合も同様に、本条第

１項、第２項および第５項の内容を遵守させなければならない。 

（実地調査等） 

第１１条 甲は、前条に定める内容に関し、必要があると認めるときは、乙に対し、質

問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の物件を調査し、または参考となるべき報

告もしくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、前条に定める内容に関し、その事実を証する書類

その他の資料を添えてこの土地の利用状況等を直ちに甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げもしくは忌避しまたは報告

もしくは資料の提出を怠ってはならない。 

（違約金） 

第１２条 乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、それぞれ当該各号に定める金

額（ただし、１円未満の端数を生じるときは、これを切り捨てるものとする。）を違

約金として甲に支払わなければならない。  

(1) 第１０条に定める義務に違反したときは、第２条第２項に定める売買代金の１

００分の３０に相当する金額

(2) 前条に定める義務に違反したときは、第２条第２項に定める売買代金の１００

分の１０に相当する金額

２ 前項の違約金は、違約罰であり、第１４条第４号および第１５条第３項第４号に定

める損害賠償の額の予定またはその一部とは解釈しない。 

（買戻特約および特約登記） 

第１３条 甲は、乙が第１０条の定めに違反した場合には、この土地の買戻しをするこ

とができるものとする。 

２ 前項に定める買戻しの期間は、この契約締結の日から１０年間とする。 

３ 甲は、前２項の規定に基づく買戻しの特約登記をするものとし、乙は特約登記に必

要な書類を第６条第２項の書類とともに甲に提出しなければならない。 
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（買戻権の行使）  

第１４条 甲が、前条に定める買戻権を行使するときは、次の各号によるものとする。  

(1) この土地の売買に伴い乙が支払った売買代金（この土地の一部について買戻権

を行使する場合にあっては、買戻し対象地の面積がこの土地の総面積に占める割合

を売買代金に乗じた額）は、乙が第１６条に定める義務を履行した後、利息を付さ

ないで返還するものとする。

(2) 乙が負担した契約費用およびこの土地に支出した必要費、有益費その他一切の

費用ならびに乙が支払った第５条第２項の規定による遅延利息および第１２条第

１項の規定による違約金は、償還または返還しないものとする。

(3) 買戻権の抹消登記に要する費用は、当該抹消登記時点における本件土地の所有

者の負担とする。

(4) 甲に損害があれば、甲は、乙にその賠償を請求することができる。

(5) 乙に損害があっても、乙は、甲にその賠償を請求することができない。

（契約の解除）  

第１５条 甲および乙は、相手方がこの契約に定める義務を履行しないときは、相当の

期間を定めて催告のうえ、この契約を解除することができる。  

２ 次の各号の一に該当するときは、甲は、催告を要しないで直ちにこの契約を解除す

ることができる。 

(1) 乙が第１０条の定めに違反したとき。

(2) 乙が銀行より取引停止処分を受けたとき、または乙が事業を事実上中止したと

き。

(3) 乙が破産手続開始決定、民事再生手続き開始決定、会社更生開始決定等を受け

たとき。

(4) 乙に偽りその他不正な行為があったとき。

３ 前２項の規定により、甲がこの契約を解除した場合は、次の各号によるものとする。  

(1) 乙が第４条第１項に定める義務を履行していないときは、契約保証金は甲に帰

属し、返還しない。

(2) 乙が第４条第１項に定める義務を既に履行しているときは、甲は、乙が次条に

定める義務を履行した後、既納の売買代金から契約保証金相当額を差し引いたうえ

で、残額を利息を付さないで乙に返還するものとする。ただし、この場合における

契約保証金相当額は、第１２条第１項の規定による違約金の一部、前条第４号また

は本項第４号に定める損害賠償の額の予定もしくはその一部とは解釈しない。

(3) 乙が負担した契約費用およびこの土地に支出した必要費、有益費その他一切の

費用ならびに乙が支払った第５条第２項の規定による遅延利息および第１２条第

１項の規定による違約金は、償還または返還しないものとする。

(4) 甲に損害があれば、甲は、乙にその賠償を請求することができる。

(5) 乙に損害があっても、乙は、甲にその賠償を請求することができない。

（原状回復の義務）  

第１６条 甲が第１３条に規定する買戻権または前条に規定する解除権を行使したと

きは、乙は、自己の費用と責任において、この土地を原状に回復し、甲の指定する期

日までに返還しなければならない。ただし、甲が原状に復することを必要としないと

認めるときは、この限りではない。  

（相殺等）  

第１７条 甲が第１３条に規定する買戻権または第１５条に規定する解除権を行使し

た場合について、以下のとおり定める。 

(1) 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権は譲渡できない。

(2) 甲が乙に対して有する違約金請求権は譲渡できない。
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(3) 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権と甲が乙に対して有する違約金請求

権は、甲の買戻権または解除権の行使により当然に相殺されるものとする。

(4) 甲は、乙が第１４条第４号または第１５条第３項第４号に規定する損害賠償金

を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金と相殺することができる。 

２ 前項の場合において、乙、この土地の転得者またはこの土地の上に住宅を所有する

者が独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）および機構の証券化支

援事業によって機構に債権を譲渡することとなる金融機関（以下これらを「機構等」

という。）との間で金銭消費貸借契約を締結し、機構等に対して債務を負っていると

きは、甲は、前項の相殺後の返還金額の範囲内において機構等の債権相当額を機構等

に償還し、残額を乙に返還することができるものとする。 

（公租公課）  

第１８条 この土地に対して賦課される公租公課で、乙を義務者として課されるものに

ついては、乙の負担とする。 

（契約費用等） 

第１９条 この契約の締結に要する費用および第６条第２項の所有権移転登記手続に

要する費用は、乙の負担とする。 

（土地の譲渡等の禁止） 

第２０条 乙は、所有権移転登記が完了するまでの間は、次に掲げる行為はできないも

のとする。 

(1) 土地を第三者に譲渡すること。

(2) 土地に地上権、賃借権、抵当権その他所有権以外の権利を設定すること。

(3) 土地に物件を設置すること。

(4) 土地の形質を変更すること。

（相隣関係等） 

第２１条 乙は、土地引渡し以後においては、十分な注意をもって土地を管理し、近隣

住民その他第三者との紛争が生じないよう留意するものとする。 

（法令等の規制の遵守） 

第２２条 乙は、この土地の法令等の規制を熟知の上、この契約を締結したものである

事を確認し、この土地を利用するにあたっては、当該法令等を遵守するものとする。 

（定めのない事項の処理） 

第２３条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、関係

諸法令（草津市の条例等を含む。）の定めるところによるもののほかは甲乙双方協議

のうえ処理するものとする。 

（管轄裁判所） 

第２４条 この契約から生じる一切の訴えについては、この土地の所在地を管轄する地

方裁判所または簡易裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（疑義の決定）  

第２５条 この契約において疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。  
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この契約締結の証として、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ１

通を保有する。 

    令和  年  月  日 

甲 住所    草津市草津三丁目１３番３０号 

氏名    草津市長  橋川  渉 印 

乙 住所

氏名

  印 

土 地 の 表 示 

所 在 草津市芦浦町字大尽 

地 番 ３２０番５ 

地 目 宅地 

地 積 ６２２．２８㎡ 
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